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令和 3 年 3 月

令和 3 年度 平成 12 年度

※複数の駐車場を有する事業にあっては、駐車場ごとの状況が分かるよう記載すること。

１．事業概要

（１） 事　業　形　態

事 業 開 始 年 月 日 昭和63年6月1日

　利用料金制なし

  ア　民間委託

１人（兼務）

構 造 広場式

駐 車 場 使 用 面 積 収 容 台 数

営 業 時 間 ２４時間

施 設 名

宇治市駐車場整備事業経営戦略

民 間 活 用 の 状 況

  ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

  イ　指定管理者制度

立 地 駅 建設後（建替後）の経過年数
JR宇治駅前自動車駐車場　　　33年
近鉄大久保駅前自動車駐車場　8年

JR宇治駅前自動車駐車場　  　13台
近鉄大久保駅前自動車駐車場 29台

 JR宇治駅前自動車駐車場　  　528㎡
 近鉄大久保駅前自動車駐車場
                                         1,080㎡

職 員 数

団 体 名 ： 宇治市

事 業 名 ： 駐車場事業

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

非適用
法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

種 類 その他

JR宇治駅前自動車駐車場
近鉄大久保駅前自動車駐車場



（２） 料　金　形　態

営業時間

（３） 現在の経営状況

２．将来の事業環境

（１）

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）による経営比較分析表）を添付すること。

　近隣民間駐車場の料金設定、社会情勢等から総合的な判断により、料金形態を決定する。

　本市の駐車場事業は、令和元年度の経営比較分析表において、収益的収支比率がJR宇治駅前自動車駐車場は379.9％、近鉄
大久保駅前自動車駐車場は514.7％と単年度の黒字を示す100％を超えており、健全性は確保されていると考えられる。今後も健
全経営を続けていくためには、引き続き費用削減や経営改善に向けた取り組みが必要であると考えられる。
　営業収益に対する営業総利益の割合である売上高ＧＯＰ比率については、JR宇治駅前自動車駐車場は73.7％、近鉄大久保駅前
自動車駐車場は80.6％と両施設とも類似施設平均を超え、施設の営業に関する収益率は高いと判断される。

※近隣駐車場に比較して減免を行っている場合は、その点についても記載すること。

車種

平成２５年４月１日
（大久保１５分無料）

駐車場需要の見通し

　本市の駐車場は、駅周辺の路上における迷惑駐車の軽減を図り、道路の交通円滑化を目的として設置されたものである。近鉄
大久保駅前自動車駐車場は１５分までの駐車を無料とし、駅周辺での迷惑駐車の軽減に貢献している。稼働率もJR宇治駅前自動
車駐車場で530.8％、近鉄大久保駅前自動車駐車場で1,296.6％と類似施設の平均を大きく上回っており、施設の利用状況は良好
であると判断している。
　令和元年度は、JR宇治駅前自動車駐車場で過去１０年で最大、近鉄大久保駅前自動車駐車場で開設後最大の利用台数となっ
ている。令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響で、利用台数の落ち込みが見られたが、１２月には一定の回復傾向が見
られることから、今後も、施設の需要は高いものと予測している。

料 金 形 態 の 考 え 方

　２４時間営業

　JR宇治駅前自動車駐車場
　　駐車時間30分ごとに100円

　近鉄大久保駅前自動車駐車場
　　15分以上の駐車について、駐車の開始から駐車時間30分ごとに100円

普通自動車、小型自動車、軽
自動車

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含 まな い）

0
20,000
40,000
60,000
80,000

100,000
120,000
140,000
160,000

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

駐車台数 宇治 大久保（台）



（２）

（３）

（４）

３．経営の基本方針

　駐車場料金収入については、順調に増加してきたが、令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響により大きく減少している。
令和３年度も一定の影響があるものと想定し、令和４年度以降は令和元年度と同等の料金収入を見込んで推計した。

施設の見通し

料金収入の見通し

　・道路交通の円滑化
　　駐車場施設を整備することで、駅への送迎車両の路上駐車を削減し、道路交通の円滑化を図る。
　・経営基盤の強化
　　安定経営を図るため、指定管理者と連携して、営業活動を強化する。
　・満足度の高いサービスの提供
　　利用者のニーズを指定管理者等より的確に把握し、顧客満足度向上に努める。

　改修後、JR宇治駅前自動車駐車場７年、近鉄大久保駅前自動車駐車場８年が経過しており、ゲート等の設備の老朽化が進んで
いる。精算機の耐用年数は概ね５～７年であるが、設備等の定期的なメンテナンス等により延命化を図る中で、更新時期について
は今後検討する。

組織の見通し

　駐車場事業は、指定管理者制度を活用して運用しており、現在は兼務職員１名体制である。今後も同様の体制で運営する予定。
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４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　・営業費用については、指定管理者への委託料を見込んでいる。委託料以外の経費（投資以外）については、想定していない。
　・経費の節減、サービス向上に努め、経営の安定化を図る 。

　・駐車場使用料が収入となる。

目 標 　定期的に施設の修繕を実施し長寿命化・延命化を図る。

目 標
　営業収益(駐車場料金収入)：令和元年度２２,４７３千円・令和２年度１４,９６９千円
 →　令和１２年度２２,４００千円
　駐車場料金収入の維持を目標とする。

　・当面の間は舗装の改修等の大型投資は不要と見込んでいるが、精算機及びその付帯物の改修工事については適切な時期に
実施する。
　・施設の延命化を図るとともに、円滑な運営が行えるよう、今後も修繕箇所や設備投資等について、検討を行う。



①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

委 託 料 　指定管理者制度により運営しており、施設管理業務及び保守業務を委託する。

管 理 運 営 費 　委託内容を精査し、適切な管理運営費を計上する。

職 員 給 与 費 　職員１人（兼務）で行う。

そ の 他 の 取 組 　―

※投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　また、 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向けた取組
の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

　修繕箇所や設備投資をすべき箇所を精査することで、計画的な投資を行う。

そ の 他 の 取 組 　―

投 資 の 平 準 化

資産の有効活用 等に よる
収 入 増 加 の 取 組

　駅前の交通結節点に立地し、送迎や近隣の商業施設等一定の需要があり、今後も収益が見込め
る場所であるため、効率的な運営、財源の確保に努める。

そ の 他 の 取 組
　事故のないようサービス向上に努める。
　修繕箇所を精査し、優先箇所から修繕を行う。

料 金
　定期的に近隣民間駐車場の料金設定を確認するとともに社会経済情勢を勘案しながら、適正な料
金設定を行う。

企 業 債

繰 入 金 　繰入金なし。

　施設の利用状況などから、総合的に判断を行う。

　企業債の発行は考えていない。

民 間 活 用 　指定管理者と連携を図り、民間企業のノウハウを活用する。

利用者増加に向けた取組 　利用状況や周辺環境の変化に対応して適切な管理を行う。

駐車場の配置の適正化

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要



５．公営企業として実施する必要性など

６．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

経営戦略 の事 後検 証、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　経営比較分析表を活用しながら進捗管理を行い、指定管理者の更新時や大規模改修時等のタイ
ミングで経営戦略の見直しを行うことを予定する。

事 業 の 意 義 、 提 供 す る
サービ ス 自体の必要性

　両駐車場ともに駅前の中心市街地に立地し、駅の送迎客等の駐車場として機能しており、周辺道
路交通円滑化を図るための機能を有している。

公営企業として実施する
必 要 性

　駐車場事業を継続的に運営することで、駅周辺の道路交通の円滑化を図るとともに、駅前の中心
市街地への来訪者の利便性を維持する必要がある。


